
（別記様式第１２号）（第３の８関係） 

（松本地域） 

平成２５年度 地域発 元気づくり支援金事業総括書 

 

 

   事 業 内 容         

 

松本市では、子どもの権利に関する条例の制定を踏まえ 

社会全体で子どもの権利や子どもに関する施策を考えるた 

めシンポジウムを開催しました。 

 １日目は全体会として、特別講演、シンポジウムによる 

子ども施策の事例発表を行いました。 

 ２日目は８つの分科会に分かれて、子ども施策に取り組 

む自治体などからの事例発表や意見交換を行いました。 

 

   事 業 効 果                     

 

 松本市民をはじめ、子どもに関わる団体や自治体 

職員など市内外から約３００人の参加がありました。 

 シンポジウムでは、菅谷松本市長、明石市長、渋谷区 

教育長による各自治体の取り組みについて発表しました。 

 市民らは熱心に耳を傾け、子どもを取り巻く現状や施 

策について考える機会となりました。 

 ２日目は、８つの分科会に自治体やＮＰＯ法人などか 

らの事例発表、参加者との意見交換を行い、議論を深め 

ました。 

                                                                                                               

                                                             

   今後の取り組み    

 

 子どもの権利に関する条例を更に子どもをはじめ 

とする市民に広く周知し、子どもが健やかにのびの 

びと成長できる環境づくりを、市民と行政が一体と 

なって取り組んでまいりたい。 

 

 

 
※１自己評価（事業実施率）欄は、「Ａ」90％以上、「Ｂ」70～89％、「Ｃ」50～69％、「Ｄ」49％以下で示すこと。 
※２自己評価（事業効果）欄は、以下から選択のこと。 
「Ａ」：予定を上回る効果が得られた 「Ｂ」：予定していた効果が得られた 
「Ｃ」：一定の事業効果はあったが事業実施方法や今後の活用等について、工夫や改善を要する点がある 

事業名 「地方自治と子ども施策」全国自治体シンポジウム２０１３ 

事業主体 

（連絡先） 

 松本市 

 松本市こども部こども育成課 

事業区分  安全・安心な地域づくりに関する事業 

事業タイプ  ソフト 

総事業費  １，０７０，０１０円（うち、元気づくり支援金５７２，０００円） 

【目標・ねらい】 

●条例の周知 

●子どもの権利の再認識 

●市民と行政の協働によるまちづ

くりの推進 

（

活動写真） 

※２自己評価（事業効果）【 B 】 

※１自己評価（事業実施率）【 B 】 


